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機関誌『住団連』リニューアルのご挨拶

　住宅生産団体連合会は、バブル経済崩壊後の景気低迷が続き、本格的な高齢化社会の到来
を目前に控えた 1992 年 6 月、国民一人一人の生活の基盤である住宅の質の向上により「ゆ
とりある住生活」を実現するために、構造・工法別に組織されていた既存の住宅関連 7 団体
を取りまとめ業界全体の総合的な活動を行う社団法人として設立されました。以来、住生活
基本法や長期優良住宅法などの施行によるストック型社会への住宅政策の転換や、脱炭素・
カーボンニュートラルの実現に向けた地球環境貢献の取り組みの強化、あるいは数度にわた
る消費税率の引き上げなどによる住宅取得時の負担増加など、その時々の社会情勢や経済環
境の変化などを踏まえて様々な政策要望・提言活動などを行ってきました。また、阪神・淡
路大震災や東日本大震災をはじめとする自然災害の発生時においては、住宅業界が一丸となっ
て応急仮設住宅の供給など被災地の復旧・復興に尽力してまいりました。

　これらの取り組み状況につきましては、当連合会設立の翌年にあたる 1993 年 9 月に第 1
号を発行した機関誌『住団連』を通して、会員団体・企業や国土交通省をはじめとする関係
諸機関の皆様にお伝えしてきましたが、本年 9 月に発行した最新号で通巻 328 号をお届けす
るにいたりました。従来は当連合会や各専門委員会などの活動状況のご報告が中心の誌面構
成でしたが、間もなく当連合会設立から 30 年を迎えるにあたり、住宅業界に関連する情報
をより幅広い視点からお届けするために、機関誌『住団連』を大幅にリニューアルすること
といたしました。住宅業界にとって重要なテーマを取り上げ、識者のご意見や先進的な取り
組み事例などをご紹介することで、住宅業界の更なる発展と国民一人一人の豊かな住生活の
実現に資する情報を発信してまいりますので、住団連の公式ウェブサイトによるタイムリー
な活動報告と併せてお役立ていただきますようお願いいたします。

（住団連公式ウェブサイト　https://www.judanren.or.jp/　）

一般社団法人住宅生産団体連合会 

会長　芳井　敬一
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脱炭素に向けた脱炭素に向けた
住宅産業のあり方住宅産業のあり方

田辺　新一 氏
早稲田大学建築学科・教授

【プロフィール】
田辺 新一（たなべ しんいち）。
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建築環境学。快適性と省エネ
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学 バ ー ク レ ー 校 訪 問 研 究 員。
1992~99 年お茶の水女子大学
助教授。1996 年ローレンスバー

1. はじめに

　政府は、2020 年 10 月に、我が国が 2050 年にカー
ボンニュートラルを目指すことを宣言した 1)。カーボン
ニュートラルの実現に向けては、温室効果ガス（CO2 以外
のメタン、フロンなども含む）の 85%、CO2 の 93% を排
出するエネルギー部門の取組が重要になる。これまでは、
2050 年までに 80% の温室効果ガスの排出削減という長
期的目標を掲げていたが、今回の首相による 2050 年脱炭
素社会実現はこれを大きく踏み出したことになる。地球温
暖化対策推進法の一部を改正することによって法的に位置
づけが行われた。
　パリ協定では、「産業革命前からの世界の平均気温上昇
を 2℃未満に抑える。加えて、平均気温上昇 1.5℃未満を
目指す」とされている。その起点となった産業革命とは、
18 世紀半ばから 19 世紀にかけて起こった一連の産業の
変革と石炭利用によるエネルギー革命、それにともなう社
会構造の変革と定義できる。工場制機械工業が成立、蒸気
船・鉄道による交通革命、近代住宅・建築・都市の出現、
一人あたり GDP の増加、世界人口の増加が生じた。現代

生活の豊かさは石炭エネルギー革命により我々が享受し
たものである。産業革命以前の生活に戻ることは極めて難
しいため、新しいエネルギー革命を行うことがカーボン
ニュートラルである。従って、単なる環境対策ではなく、
産業・社会構造の変革が生じると捉えた方が良い。住宅分
野でも徹底的な省エネと再生可能エネルギーの利用が必須
となる。
1）2050 年目標を実現するための明確な目標とバックキャスティング型

ロードマップ設定の必要性

2. 我が国の二酸化炭素排出量

　図 1 に 2019 年の二酸化炭素排出量の内訳を示す 2)。家
庭部門は 14.4%、業務その他部門は 17.4% を占める。合
計で 32% となり住宅・建築分野の役割は大きい。これを
2050 年までにゼロにするには大きな努力が必要となる。　
　これをどのようにしてカーボンニュートラルにするの
か、図 2 にそのイメージを示している。我が国で消費さ
れているエネルギーには電力と非電力がある。それぞれ
のエネルギーには例えば電力であれば発電方法によって
kWh 当たりの CO2 が異なる。この値を CO2 原単位という。
石炭火力を用いればこの値は大きくなるし、太陽光発電を
用いれば極めて小さくなる。電力に関しては、省エネをま
ず行う、そして非化石エネルギーを利用して長方形の面積
を小さくしていく。自動車などは電化を進めることによっ
て電力の長方形は右に延びる。非電力に関してもまずは省
エネを行う。この上で、水素、バイオ、天然ガス、アンモ
ニアなどを用いて原単位を小さくする。可能な部分は電化
を行っていく。そのようにして非電力の長方形を小さくし
ていく、それでも完全にはゼロにはならないので、残った
面積は CO2 を回収、貯蔵するネガティブエミッション技
術を用いて相殺する。これが基本的な考えである。
2）住宅・建築物に関する省エネルギー基準の適合義務化と基準強化

図 1. 需要側から見た 2019 年日本の二酸化炭素排出量
　　　　　　　　　　（環境省資料から著者作成）

クレー国立研究所訪問研究員、1999 年早稲田大学理工学部建築学
科助教授。2001 年から同大学教授。日本建築学会会長、日本学
術会議会員、米国暖房冷凍空調学会フェロー。経済産業省資源エ
ネルギー庁基本政策分科会委員、同省エネルギー小委員会委員長、
脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会
座長。2020 年度文部科学大臣表彰科学技術賞受賞。早稲田大学ス
マート社会技術融合研究機構住宅・建築環境研究所所長、主な著
書に「住環境再考」、「ゼロ・エネルギーハウス」（萌文社）など。

※その他
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3.2030 年エネルギーミックスと 46%削減

　米国主催の 2021 年 4 月 22、23 日に開催された気候
変動サミットに先立ち、政府は、2021 年 4 月 22 日に
2030 年目標に関して NDC（国が公表する貢献）を公表
した 3)。「2050 年目標と整合的で、野心的な目標として、
2030 年度に、温室効果ガスを 2013 年度から 46 パーセ
ント削減することを目指します。さらに、50 パーセント
の高みに向けて、挑戦を続けてまいります。」と述べてい
る。2030 年のエネルギーミックスを議論している、資源
エネルギー庁基本政策分科会では積み上げによる議論が行
われていたが、これを境に 46% 削減に向けて野心的な議
論が行われた。エネルギー基本計画（素案）が 7 月 21 日
に示され、8 月 4 日に素案②が提案され委員長一任になっ
た。9 月 3 日に案 4) としてパブリックコメントにかけられ
ている。今後、閣議決定などが行われ 11 月に英国グラス
ゴーで開催される COP26 への準備が加速する。
　図 3 に 2030 年度の第 6 次エネルギー基本計画（案）
におけるエネルギー需要を示す。2013 年度の我が国のエ
ネルギー需要は 363 百万 kL（原油換算）であったが、第
5 次エネルギー基本計画では、これが無対策では 1.7% の
経済成長により 376 百万 kL まで増加するが、50.3 百万
kL の省エネにより、326 百万 kL になるとしていた。今回、
経済成長を 1.4%、人口減などを加味して、需要が無対策
でも 342 百万 kL まで下がり、そこから省エネによって
さらに 62 百万 kL 削減するとしている。各部門では省エ
ネに加えて需要減が起こるという計算になっている。62
百万 kL という省エネ量は、2019 年度の家庭部門のエネ
ルギー需要が 47 百万 kL なので、家庭部門のエネルギー
需要を全てゼロにしても不足する量であり、相当に野心的
な数字となっている。
　図 4 に示したのはマスコミなどでも話題になる電源構
成であるが、2019 年度 10,240 億 kWh であるものが、
第 6 次エネルギー基本計画（案）では、9,340 億 kWh ま
で減少、その内訳は水素・アンモニアが 1% 程度、再エネ

図 3. 第 6 次エネルギー基本計画（案）におけるエネルギー需要
　　　　　　　　　　　　　　　　（資源エネルギー庁）

図 2. 2050 年カーボンニュートラルへのエネルギー転換イメージ（資源エネルギー庁）

図 4. 第 6 次エネルギー基本計画（案）における電源構成
　　　　　　　　　　　　　（資源エネルギー庁）
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　2021 年 2 月 24 日の再生可能エネルギー等に関する規
制等の総点検タスクフォースにおいて、住宅・建築物にお
けるエネルギー性能の向上に向けた規制・制度のあり方が
議論された 5)。河野大臣（当時）がヒアリングを行うタス
クフォースである。東京大学の前准教授が準備会合に資料
を提供し、2 月 24 日に実際に大臣からヒアリングを受け
た。主な発言は、戸建住宅の断熱性、省エネに関するもの
であったが、これまでの住宅行政を痛烈に批判する内容で、
各方面からの反響が大きかった。タスクフォース委員から
は以下の 8 点が「住宅・建築物のエネルギー性能の向上
に関する提言」として提出された。
　その後、3 月 29 日に内閣府事務局からタスクフォース
からの提案に関して回答が行われ、公開されている。大き
な内容は、住生活基本計画（3 月 19 日閣議決定済）にお
いて、「2050 年カーボンニュートラルの実現目標からの
バックキャスティングの考え方に基づき、地球温暖化対策
計画及びエネルギー基本計画の見直しにあわせて、規制措
置の強化や ZEH の普及拡大、既存ストック対策の充実等
対策の強化に関するロードマップを策定する。」と明記さ

5. 脱炭素社会に向けた住宅・建築物の
　　省エネ対策等のあり方検討会

　2021 年 4 月 19 日に第 1 回検討会が開始され 8 月 10
日まで 6 回開催された 6)。座長を拝命したが、極めて多様
な意見が出された。経緯は YouTube でも公開されている。
多少の混乱があっても一気に進めるべきであるという強
い意見もあり、とりまとめすら困難かと思われたが、委員
長一任で了承され 8 月 23 日にとりまとめが公開された。

「2050 年に目指すべき住宅・建築物の姿として、ストッ
ク平均で ZEH・ZEB 基準の水準の省エネ性能が確保され
ているとともに、その導入が合理的な住宅・建築物におけ
る太陽光発電設備等の再生可能エネルギーの導入が一般的
となることを目指す。」、「2050 年のカーボンニュートラ
ル実現の姿を見据えつつ、2030 年に目指すべき住宅・建
築物の姿としては、野心的な目標である 46% 削減目標の
実現に向けて、現在、技術的かつ経済的に利用可能な技
術を最大限活用し、新築される住宅・建築物については
ZEH・ZEB 基準の水準の省エネ性能が確保されているとと
もに、新築戸建住宅の 6 割において太陽光発電設備が導
入されていることを目指す。」とされた。図 5 にロードマッ
プを示す。
　戸建住宅に関して省エネ適合義務化は明日から行うべき
である、さらに基準を大幅に引き上げるべきである、一律
の太陽光発電設備設置義務化が行われていないので生ぬる
いという批判を受けたが、住宅の取得価格も上がる可能性
があるため、国民には良くそのメリットを理解して頂き、
前進させていくことが大切であろう。また、多くの内容が
記載されているので、細かい部分も含めて精読されること
をお勧めする。今後、国土交通省の審議会での議論を経て
法制化される予定である。
6）建材、家電設備等の省エネルギー性能のさらなる強化

4. 再生可能エネルギー等に関する規制等の
　　総点検タスクフォース

れたことである。「住宅以外に関しても、2030 年までに
新築建築物の半数で ZEB を実現するという目標をさらに
詳細に検討し、ロードマップに反映すべき。」という意見
に対して、国土交通省はロードマップの作成において検討
する。と回答している。その後、国土交通省、経済産業省
及び環境省が開催する「脱炭素社会に向けた住宅・建築物
の省エネ対策等のあり方検討会」が設置された。また、6
月 28 日、7 月 28 日、8 月 17 日に継続して住宅・建築物
の省エネ、太陽光発電導入に関する審議が行われている。
議論の多くは戸建住宅に関してのものであった。
5）住宅・建築物のエネルギー性能表示（BELS）の義務化

が 36~38% 程度、原子力が 20~22%、LNG が 20% 程度、
石炭が 19% 程度、石油等が 2% 程度となっている。非化
石部分が第 5 次エネルギー基本計画では 44% であったの
に対して 59% と大幅に割合が増加した。
　これまでの努力を継続しても再エネは 2707 億 kWh 程
度とされていたが、2030 年に 36~38% を達成するために
は、3300~3500 億 kWh の再エネが必要とされる。また、
風力発電は設置までに 8 年程度のリードタイムが必要と
なるため、2030 年には多くが間に合わない、そこで期待
されたのが太陽光発電である。一方で、我が国は、国土面
積あたりの日本の太陽光導入容量はすでに主要国の中で最
大であり、平地面積あたりの太陽光発電設備容量はすでに
ドイツの 2 倍以上であり、ダントツの世界一になっている。
公共部門の率先実行、地域共生型太陽光発電、空港の再エ
ネ拠点化などが積み上げられた。これでも不足するため、
狙われたのが住宅の屋根である。新築住宅への太陽光発電
設備の一律設置義務化という提案が出てきたのもこのよう
な事情によるものである。最終的に第 6 次エネルギー基
本計画では家庭部門に 2030 年度に 2013 年度比 66% の
CO2 削減を求めている。
3）国土交通省主導での ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、ZEB（ネッ

ト・ゼロ・エネルギー・ビル）の積極的推進―詳細な目標設定、義務
化の検討

4） 既存住宅・建築物の省エネルギー対策の推進
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図 5. 脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方。進め方に関するロードマップ（国交省、経産省、環境省）

6. ディマンドサイドフレキシビリティー

　太陽光、風力などの変動型再生可能エネルギー割合が増
大してくると需要側の柔軟性が必要になる。エネルギー消
費を削減してもあるところで限界に達する。脱炭素を達成
しようとすると最後は再生可能エネルギーを導入するしか
ない。しかしながら、太陽光発電は太陽が照っていなけれ
ば発電しないし、風がなければ風力発電も成り立たない。
すなわち、これまでの安定的なエネルギーの利用とは大き
な違いがある。周波数や電圧が変化しないように揚水発電、
火力発電、蓄電池、蓄熱などで調整をする必要がある。建
物そのものにもそのような機能を備えることが必要になっ
ている（図 6）。基本政策分科会では、統合コストと呼ば
れている。再エネを大量導入すると必要になるコストであ
る。
　住宅・建築物が調整の役割の一部を担うことが必要にな
るが、米国エネルギー省（DOE）では、「Grid-Interactive 
Efficient Buildings（GEB）」とも呼んでいる。IoT や AI を
用いてどのように需要側の柔軟性を確保するかが重要にな
る。HEMS は最終的にはこのような点で重要になる。すな
わち、情報が重要になるが、この部分は電力システムだけ

の問題として捉えない方が良い。電力網に加えて、ガス網、
通信網、水道網、交通網のいわゆるファイブグリッドのイ
ンフラデータを、セクターを越えて活用することが求めら
れる。アグリゲーターのビジネスは、電力を中心とした単
一データを用いたサービスが中心であるが、ファイブグ
リッドの特徴を活かした複数データを同時に活かしたビジ
ネス創出の可能性があるのではないかと考えている。個別

図 6. 新しい省エネの概念（早稲田大学・林泰弘）

上記は、関係各主体が共通の認識をもって今後の取組を進められるよう省エネ対策強化のおおよそのスケジュールを示すものであり、規制強化の具体の実施時期及び内容については取組の進捗や建材・設備機器のコスト低減・一般化の状況等を踏まえて、社会資本整備審議会建築分科会等において審議の上実施する必要がある。
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おわり

　2050 年脱炭素社会実現に関する宣言により我が国の住
宅産業は大きく変わる可能性がある。一方で、これを良く
理解すれば新しい産業を生み出すことも可能である。次世
代の住宅産業が発展することを希望している。

【参考文献】

1）首相官邸、第二百三回国会における菅内閣総理大
臣所信表明演説
http://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/statement/2020
/1026shoshinhyomei.html（2021 年 9 月 4 日閲覧）
2）環境省、2019 年度（令和元年度）温室効果ガス
排出量
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg-mrv/
emissions/index.html（2021 年 9 月 4 日閲覧）
3）首相官邸、地球温暖化対策推進本部
h t t p s : / / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / 9 9 _ s u g a /
actions/202104/22ondanka.html（2021 年 9 月 4
日閲覧）
4）資源エネルギー庁、総合資源エネルギー調査会 基
本政策分科会
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/
basic_policy_subcommittee/index.html（2021 年 9
月 4 日閲覧）
5）内閣府、再生可能エネルギー等に関する規制等の
総点検タスクフォース
https://www8.cao.go. jp/kisei -kaikaku/kisei/
conference/energy/e_index.html（2021 年 9 月 4 日
閲覧）
6）脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等
のあり方検討会、
https://www.mlit .go.jp/jutakukentiku/house/
jutakukentiku_house_tk4_000188.html

（2021 年 9 月 4 日閲覧）

7. ライフサイクルを通じた対策

　ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）や ZEB（ネッ
ト・ゼロ・エネルギービル）は運用時だけを考慮した概念
であるが、設計、建設から解体されるまでのライフサイク
ル全体で二酸化炭素排出をゼロにする必要がある。米アッ
プル社サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルを
2030 年までに達成すると約束した。また、トヨタ自動車
が、走行時のみならず材料、部品などを含めたライフサイ
クル全体での 2035 年カーボンニュートラルを目指してい
る。これらと同じことが、住宅や建築にも求められるよう
になる。先ほど述べたように家庭部門と業務部門で 32%
であるが、新築・改修時の設計、資材や住設機器などの製造、
建設などに伴う排出は 9% 程度に上るとみられており、合
計すると両部門の比率は 40% 以上に高まる。ライフサイ
クルを通じたカーボンニュートラルを考えなければならな
い。まずは建設施工時のカーボンニュートラルが求められ
るだろう。建設現場では、重機や搬入・搬出トラックなど
が使用される。これらは電気自動車や燃料電池車に変えて
いく必要がある。現場事務所や工事で使用するエネルギー
もゼロエミ電源に切り替えて行く。木材を除けば、一般に
製品の重量と CO2 排出量はおおよそ比例する。重たい製
品の代表格がコンクリートや鉄などの建築資材である。問
題は、建設資材の重量当たりの単価がスマートフォンや自
動車に比べて非常に安いため、販売価格に占めるカーボン
ニュートラル化コストの比率が大きくなるという点であ
る。住宅・建築のサプライチェーンを通じた脱炭素化は、
スマホや車よりもずっとハードルが高いことを認識してお
く必要がある。

のインフラ整備は社会コストが大きくなるが、例えば、家
庭であれば電気・ガス・水道のメータを一括で管理制御す
る機能を持つスマートゲータウエイなども考えられる。そ
の際は、通信インフラを含めてセキュリティと標準化が必
要になる。スマホは様々なアプリを入れて普及した。これ
と同様の考え方である。災害時の安心安全にも繋がる。
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カーボンニュートラルカーボンニュートラル
への対応と家庭用への対応と家庭用
エネルギーへの影響エネルギーへの影響

中上　英俊 氏
㈱住環境計画研究所 代表取締役会長

【プロフィール】
中上 英俊（なかがみ ひでとし）。
株式会社住環境計画研究所　代
表取締役会長、博士（工学）東
京大学。
1973 年東京大学大学院工学系
研究科建築学専門課程博士課程
を単位取得退学。
同年、住環境計画研究所を創設、
所長となる、1976 年株式会社
として改組、代表取締役所長、
2013 年代表取締役会長となり
現在に至る。早稲田大学招聘研
究員、東京工業大学大学院非常
勤講師、北九州市立大学大学院
非常勤講師、経済産業省総合資
源エネルギー調査会臨時委員、
環境省中央環境審議会専門委員
他を務める。専門分野はエネル
ギー・地球環境問題・ 地域問題。

需要側からのカーボンニュートラル対策の
検討をいそぐべき

　2050 年カーボンニュートラル化に向けて目標は掲げら
れたものの、その対応についてなかなか確たる目標が定ま
らない。もっとも多く取り上げられる話題は電源のカーボ
ンニュートラル化であろう。国の審議会における議論もこ
の視点からのものが多い。しかしカーボンニュートラル化
は電力供給だけではなく、我々の産業活動、社会活動を含
めたあらゆるエネルギー需要分野で取り組まなければなら
ない課題である。エネルギー多消費産業にあっては将来の
事業継続の在り方を根本的に問い直すことも視野に入れて
おかなければならないだろう。供給側からの議論では比較
的そのターゲットを絞りやすいが、需要側となると大企業
から個人一人一人まであらゆるエネルギー利用者が対象と
なりその対応策も多種多様であろう。すべてのエネルギー
利用者がわがこととして対応策を考えなければならないわ
けだ。一日も早くこの観点からの対応策の詳細な検討をス
タートしないと、とても 2050 年に目標達成することは不
可能だろう。

　本稿では住宅にかかわるカーボンニュートラル実現に向
けての問題点とその解決に向けた課題について考えてみた
い。

家庭用エネルギー需要の推移

　家庭部門の温暖化ガス削減目標は非常に高くなってい
る。これは家庭部門におけるエネルギー消費が増加傾向を
たどっていることが常に問題とされているからだろう。我
が国の家庭部門の総エネルギー消費量は、世帯当たりのエ
ネルギー消費量 ( 以下「エネルギー消費原単位」) ×世帯
数の総和である。過去の推移をみると確かに総消費量は
2013 年頃まで増加傾向を示すが、エネルギー消費原単位

（2 人以上の世帯）は 2000 年 (47GJ/ 世帯・年 ) 頃をピー
クに減少局面に入っており、2019 年には 36GJ/ 世帯・年
で 1985 年の水準をも下回る結果となっている（図 1 参
照）。総世帯のエネルギー消費原単位も 2005 年をピーク
に減少傾向にある。すなわち 2013 年頃までの総消費量の
増加傾向は世帯数の増加によって増幅されているといえる。

図 1. 家庭部門のエネルギー消費原単位・世帯数・総エネルギー消費量の推移

（出所）住環境計画研究所「家庭用エネルギー統計年報（2019 年版）」、総務省「住民基本台帳
人口要覧」（各年版）をもとに作成。

（注）世帯数は 2013 年から外国人住民の世帯を含む。

　家庭用のエネルギー消費量を減少させるにはこのエネル
ギー消費原単位を低下させる以外に道はない。しかも現実
に総世帯のエネルギー消費原単位は過去 10 年近く一貫し
て減少傾向をたどっていることを強調しておきたい。多く
の評論家が家庭用のエネルギー消費は増加しているからこ
れを減らすべきと物知り顔に論考しているのを見るともっ
と調べてから論評してほしいと思う。1985 年頃の家庭
でのエアコンは一家に 1 台に届かない水準だった。それ
が現在では一家に 3 台近い普及水準である。暖房も当時
は石油ストーブが主力で一家に 2 台程度の普及であった。
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エネルギー消費水準は 25 年前の水準であってもこの 26
年間に私たちの住生活水準は飛躍的に向上したことは間違
いない。加えて当時では考えもつかなかった情報機器関連
の登場は格段の利便性や快適性向上に寄与したと考えられ
る。しかしエネルギー消費の面ではこれら情報機器自体の
それは格段に小さいものであったようだ。スマートフォン
の代替効果を考えてみただけでもその多機能性は当時から
は考えもつかなかった用途を代替している。将来において
もこれらの情報関連機器が果たすエネルギー消費の低減に
向けての役割は最も期待されるところである。
　しかしこのような減少傾向が今後とも持続していくのか
どうかは予断を許さない。先進諸国と比較しても我が国の
エネルギー消費原単位は米国の 38%、英・仏・独の 50%
と非常に少ないのが現状である。その最大の差は冬の暖房
用にあり我が国の暖房用エネルギー消費はこれらの国の
およそ 1/4~1/5 程度と圧倒的に少ない。これら諸国では
冬中全館暖房が 24 時間施されているのが標準生活水準と
され、我が国の部分間歇暖房が標準とされる居住水準の差
からエネルギー消費量が大きく異なっているのが実態であ
る。エネルギー消費の絶対量を減らすことがこれからの大
きな目標とされる中にあって、我が国では全館暖房といっ
た居住水準は到底達成できそうにない。同様の居住水準に
近い性能を得ようとするならば徹底した住宅の保温構造化
と設備機器の高効率化が必要なわけだ。
　他方で我が国の家庭用エネルギー消費の中にあって最大
の用途比率を占める家電製品や照明等のエネルギー消費は
英・仏・独と比べると 1.5~2.0 倍多い。所有する家電製品
の種類や数が多いことが知られているが、これらのエネル
ギー消費の低減にはライフスタイルを含めた消費者行動の
変容が大きな役割を担うことになりそうだ。

家庭における CO2 排出の実態

　さてそれでは家庭から排出されている CO2 はどのよう
な状況になっているのだろうか。実は 3 年前から我が国
の家庭から排出されている CO2 の実態が国の正式な統計
として公表されている。筆者は過去 40 年以上にわたって
関係省庁に家庭用のエネルギー統計を整備すべきと主張し
てきたがなかなか実現に至らなかった。2010 年頃より環
境省の地球温暖化対策課の担当者の方々と足掛け 7 年に
及ぶ調整を経て、総務省から政府統計（一般統計調査）「家
庭部門の CO2 排出実態統計調査」として認められた。調
査票の設計から実施に至るまでわが研究所の 40 年以上に
及ぶ家庭用エネルギー需要に関する調査・研究のすべての
ノウハウをつぎ込んだものと自負している。すでに過去 3
年分の調査結果が公式に公表されている。これまではこの
ような統計資料が無かったため当研究所では総務省の家計
調査を基礎資料として「家庭用エネルギー統計年報」を
1985 年より毎年公表してきた。前章で使用した資料はこ
れに基づいたものである。いずれこの統計が継続的に整備
されてくればより詳細な情報が明らかになり研究者のみな
らずご関心のある方々に広く活用されていくものと期待し
ている。
　最新の統計調査結果によれば平成 31 年度 (2019 年度 )
における一世帯当たりの CO2 排出量は 2.72 トンである ( 図
2 参照 ) 。エネルギー種別の排出割合では、電気が 66.2%
ついで都市ガスが 14.7%、以下灯油が 13.2%、LP ガス
が 5.9% となっている。用途別にみると、照明・家電製
品等が最大で 47.6%、ついで給湯が 24.9%、以下暖房が
19.7%、台所用コンロが 4.5%、冷房が 3.3% となっている。
　地方別でみると、北海道が最大で 4.50t-CO2/ 世帯・年

図 2. 世帯当たり年間エネルギー種別 CO2 排出量・構成比（左図）  / 用途別構成比（右図）

（出所）環境省「家庭部門の CO2 排出実態統計調査（平成 31（令和元）年度確報値）」
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図 3. 地方別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2 排出量

（出所）環境省「家庭部門の CO2 排出実態統計調査（平成 31（令和元）年度確報値）」

カーボンニュートラル化への対応

　家庭部門におけるカーボンニュートラル化に向けてどの
ような対応が求められるのだろうか。理想的には現在利用
しているエネルギーが供給サイドでカーボンニュートラル
化を図ったうえで家庭に供給されれば居住者である消費者
は何もする必要が無い。ただしそのために供給されるエネ
ルギー価格が一定の範囲内で収まればの話であろう。一定
の範囲とはどのくらいの水準になるのであろうか。現在の
エネルギー支出が家計消費支出に占める割合は 5.7% であ
る。アメリカでは 4.0%、英国もほぼ同水準である。我が
国も二度の石油危機の前後ではほぼ同水準の支出割合で
あったが、近年 6% 前後で推移している。この消費割合が
10% を超えると危険水域とされ、英国では貧困者対策と
してこの水準を超える消費者に対して支援策や補助等が実
施されている。これを Energy Poverty 対策として英国で
のエネルギー政策の重要施策となっている。エネルギー価
格がこの消費水準に収まることが一つの目安となるが、平
均値を目安とするのではなく低所得水準の消費者レベルで
もこの水準を下回ることが一つの目安であろう。ちなみに

2019 年における収入 5 分位別で最も低い階層である第 1
分位 ( 一分位の世帯数は総世帯数の五分の一に相当する )
におけるこの比率は 8.0% である。この階層まで安全圏内
に留めるためには最大 25% 以内の価格上昇が限界である。
　家庭におけるカーボンニュートラル化の実現に向けて最
も分かりやすい方法はすべてのエネルギー源を電力に置き
換えてその電力をすべてカーボンニュートラル電源で賄う
という方法だろう。理論的にも技術的にも実現可能なシナ
リオのように思われるが、実際にそれを実現しようとする
と決して低くはないハードルが立ちはだかっている。
　最大のハードルは経済的な課題であろう。ついで大きい
のは既存住宅への電化促進である。我が国の住宅のライフ
サイクルは戸建て住宅では 30 年といわれてきたが近年建
て替えサイクルは伸びているようだ。集合住宅となると
40~50 年を超えるものも出始めている。となると既築住
宅の大半が 2050 年でも現役として使われていることにな
る。新築住宅における全電化対応は比較的簡単だが、既築
住宅はそうはいかないだろう。新築住宅においても今すぐ
にでも全電化対応を考慮して建てられなければこれも後々
問題を抱えることになる。また既存集合住宅においての全
電化への設備変更は簡単ではない。住宅のロックインと呼
ばれる現象が生起してくる。中でも家庭の給湯用設備の大
半はガスや灯油による化石燃料由来の燃焼型機器によって
いる。特に都市部においてはガス給湯器が圧倒的な普及率
を誇っている。風呂釜と小型湯沸かし器でスタートした我
が国のガス給湯器はセントラル給湯システムに置き換わり
小型で高性能な瞬間型湯沸かし器にとって代わっている。
この既存集合住宅の給湯システムを電化することは現状で
は不可能に近いといってよいだろう。戸建て住宅と違って

と全国平均の約 2 倍の排出量となっている。ついで大き
いのは北陸で 4.12t-CO2/ 世帯・年、以下東北の 3.99t-CO2/
世帯・年と積雪寒冷地での排出量が多い。しかし温暖地域
である中国地方3.51t-CO2/世帯・年が第4位につけており、
もっとも温暖な沖縄地方が 3.25t-CO2/ 世帯・年と第 5 位
にある。最も少ないのは九州で 2.07t-CO2/ 世帯・年で全
国平均の 74% の水準にとどまっている。( 図 3 参照 )
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く必要があろう。供給サイドでの一層の脱炭素化の推進を
期待したい。
　いずれにせよ現状と比較すると追加的なコスト負担が少
なくないと予想される。供給サイドでの経済的検討ととも
に住宅産業界にあってもカーボンニュートラルを実現する
ための追加的なコストを早急にカウントしたうえで社会的
な受容可能性についての検討が求められているのではない
だろうか。住宅の在り方について常に先導的な役割を果た
してきた住宅生産団体連合会の活動に期待したいものであ
る。
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住宅まわりにはほとんど余裕のあるスペースはない。小型
で高性能なガス湯沸かし器が集合住宅の給湯システムを席
巻したのは一つには高性能化と省スペース化という一見相
反する条件を巧みにクリアしたからであった。近年新築着
工が増えている超高層マンションと呼ばれる集合住宅など
では、ガス給湯システムからエコキュートと呼ばれるヒー
トポンプ式給湯機への置換は至難の業になりかねない。
2050 年においてもこのような既存集合住宅は現役で住み
続けられているに違いない。すぐにでもこのような物件に
対する対応モデルの開発を急ぐべきであろう。願わくば限
りなく瞬間湯沸かし器に近い性能を備え貯湯機能を最小に
抑えた超コンパクトなエコキュートの出現を望みたい。潜
在的な需要は数千万台に及びかつ十兆円を超える規模の一
大マーケットになりうるだけに、メーカーだけでなく、デ
ベロッパー、住宅産業、エネルギー事業等々関係業界を巻
き込んで一体となった開発を望みたい。
　経済的な課題については改めて言及する必要はないと思
うが、給湯器一つとってもその交換費用を負担するのは
居住者である一般消費者である。現在市販されているエ
コキュートのカタログ価格は約 50~70 万円だが、実際の
市場では工事費込みで 30 万円程度で取り付け可能ともい
われている。これに厨房コンロを電化の IH コンロにする
と約 10 万円程度だろう。暖冷房等は除いても少なくとも
交換コストが 40 万円以上に及ぶと考えられる。壊れて取
り換えるのとはわけが違う。まだ十分使えるのに脱炭素実
現のためにこれだけの追加コストを負担することがそうそ
う簡単に合意されるとは考えにくい。そのためのインセン
ティブや社会的な責務について 2050 年に向けてしっかり
と合意形成を図っていく必要があろう。また、上述したよ
うに膨大な市場が出現することに鑑みても売り手側の大幅
なコストダウン開発が望まれよう。こうした現実の課題に
対してまさに官民を挙げた対応策の検討をいち早く進めて
いくべきであろう。

エネルギー供給システムの脱炭素化への期待

　かなり大胆なシナリオのもとに住宅の全電化を想定して
必要な追加的な供給電力の容量を試算したところ太陽光発
電で換算すると新たに 5,000~9,200 万 kW の増設が必要
となった。
　住宅部門だけでこのオーダーなのだから他の業務部門や
産業部門における電化シフトによる太陽光発電やカーボン
ニュートラル電源の確保はたとえ 30 年の時間があるとい
えども容易なことではないに違いない。とするならば電化
だけに特化することなく他の都市ガス等のエネルギーにお
ける脱炭素化技術の開発を同時並行的に強力に推進してい



【 特 集 】カーボンニュートラルの実現に向けて

11

団体会員レポート

カーボンニュートラルカーボンニュートラルにに
貢献する貢献する

先進的な住宅設備先進的な住宅設備

加藤　永 氏
（一社）リビングアメニティ協会 専務理事

2050 年カーボンニュートラル実現に向けて、
官民一体となって様々な施策や対応が検討さ
れるなか、先進的な住宅設備の市場導入は必
要不可欠である。そこでカーボンニュートラ
ルの実現に貢献する創エネ・省エネの代表的
な住宅設備について、当協会の会員企業の事
例などを含めて紹介する。

太陽光発電について

　太陽光発電は、「太陽電池」と呼ばれる装置を用いて、
太陽の光エネルギーを直接電気に変換する発電方式であ
る。現在、日本は、石油や石炭などのエネルギー資源のほ
とんどを諸外国からの輸入に頼っているが、こうした化石
燃料は使い続ければいずれなくなってしまう。太陽の光と
いう無尽蔵のエネルギーを活用する太陽光発電は、年々深
刻化するエネルギー資源問題の有力な解決策の一つであ

図 2. 太陽光発電と蓄電池の連携

る。太陽光発電のもう一つの特徴が、地球温暖化の原因と
されている二酸化炭素（CO2）を発電時にはまったく排出
しないことである。
　1954 年の世界初の太陽電池開発に始まり、1992 年に
世界で初めて住宅用システムの実用化がなされ、2009 年
余剰電力買い取り制度の開始、2012 年再生可能エネル
ギーの固定価格買い取り制度（FIT）等により、太陽光発
電が一般住宅にも広く普及してきた ( 図 1)。
　一方蓄電池は、昼間太陽光で発電し余った電力を蓄え、
夕方から夜に蓄えた電気を活用、太陽光発電と蓄電池を連
携し、電気をかしこく使い、住まいのカーボンニュートラ
ルに貢献する ( 図 2)。

　再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度の改正によ
り、発電では、分散型システム（自家消費や地産地消をベー
スとする地域一体エネルギーシステム）の重要度が高まり、
太陽光発電 + 蓄電池の創蓄連携システムでの電力の自家消
費が注目されている。創蓄連携システムでは、もしもの停
電でも安心して電気が使えるなど災害時のレジリエンスに
も貢献する。

図 1. 太陽光発電の普及状況

出典：経済産業省「エネルギー白書 2018」（図【第 213-2-7】
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図 3. 特徴 1: くもりの日もしっかり発電

図 4. 特徴 2: 真夏でもパワフル ! たっぷり発電

図 5. 特徴 3: 少ないスペースでたくさん発電

【創蓄ハイブリッドシステムの事例（Panasonic 製）】
　Panasonic では、太陽電池以外に、太陽電池 / 蓄電池か
らの直流を交流に変換するパワーコンディショナ、蓄電池、
蓄電池の充放電を制御する蓄電池用コンバータにより、創
蓄ハイブリッドシステムが構築される。さらに電力を計測
するスマートコスモ、蓄電池の充放電を最適に制御する
AiSEG2 を組み合わせることで、太陽光による発電電力を
有効に利用することが可能になる ( 図 6)。 
　AiSEG2 は、1 つ目に「機器コントロールとお知らせで
くらしを時短・便利に」、2 つ目に「家族や家の見守りで
いつでも安心」、3 つ目に「節電サポートと電気の見える
化で自家消費を応援」の 3 つの特徴を持っており、便利
で快適なくらしが実現できる ( 図 7)。
　2050 年のカーボンニュートラル実現に向けて、今後、
住宅・建築物における省エネルギー対策（ZEH 等省エネ
住宅の促進）と再エネ・未利用エネルギーの利用拡大が喫
緊の課題となっており、再生可能エネルギーの中でも大き
なポテンシャルを持つ太陽光発電設備の設置、さらに電力
の自家消費を目指す蓄電池をセットした創蓄連携システム
が大きく脚光をあび、今後一層の導入促進が期待される。

　なお、太陽光発電は、積雪や周辺建物の影などによって
発電効率が大きく変化することから、その導入には立地や
地域の気候等を踏まえた検討が重要である。

【太陽光発電の事例（Panasonic 製）】
　Panasonic の太陽光発電は、365 日しっかり発電、長く
使えて安心、開発開始から 40 年以上の歴史と実績から多
くのお客様に支持されている。ひとつ目の特徴は、天気の
悪さも気にせず、くもりの日もしっかり発電 ( 図 3)、ふた
つ目は、暑さも気にせず真夏でもたっぷり発電 ( 図 4)、そ
して少ないスペースでもたくさん発電 ( 図 5) の 3 つの特
徴を持っている。
　また、太陽光発電の技術トレンドとして、従来の技術で
は利用出来なかった場所 ( ビルの壁面・窓、工場・倉庫の
屋根、移動体等 ) で活用できる高効率、軽量、曲面追従可
能な次世代太陽電池（ペロブスカイト等）の実用化が待た
れるところである。
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図 6. 創蓄ハイブリッドシステムを実現するシステム機器構成例

図 7. AiSEG2 でできること
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家庭用燃料電池コージェネレーション
システム（エネファーム）について

　水に電気を流して水素と酸素を発生させる電気分解とは
逆に、水素と酸素を化学反応させて電気と水を発生させる
のが燃料電池の仕組みである。エネファームは、都市ガス
や LP ガスから取り出した水素と空気中の酸素の化学反応
により高効率に発電する上に、その際に発生する排熱を給
湯等に有効利用できる家庭用燃料電池コージェネレーショ
ンシステムである。燃料の利用効率が高く省エネ性に優れ
た機器なので、家庭の CO2 削減にも大きく貢献する。
　2009 年にエネファームが家庭用燃料電池として世界で
初めて発売されて以来、様々な進化を遂げている。発電効
率はより高くなり、小型化による設置性向上でマンション
や狭小住宅への設置も進んでいます。停電時でも発電が継
続できる機種では、災害などで停電になっても自宅での避
難生活に必要な電気（照明、家電、通信機器等）とお湯が
利用できる。また、発電した電気の余剰分をガス事業者に
売電できる機種、既に設置済みの給湯器に発電ユニットだ
けを後付けできる機種、小出力で小型の機種なども登場し
ている（図 8）。
　将来のカーボンニュートラルの実現に向け、まずはエネ
ルギー使用量を可能な限り削減し、CO2 排出を抑制してお
くことが重要である。エネファームは他の家庭用給湯器に
比べて最も省エネを図ることができ、CO2 排出抑制の効果
も大きくなる。加えて、ZEH を実現するための太陽光発
電パネルの設置面積を小さくでき、比較的狭小な住宅でも
ZEH を達成しやすくなる。なお、発電した電気の余剰分
を売電すれば、住宅外でもエネファームの高効率な電気が
利用されることになり、省エネ・省 CO2 効果は一層大き
くなる。
　また、エネファームには外部から発電量を制御できる機
能が搭載されている。将来、再生可能エネルギーによる電
気が余る時間帯が生じれば、エネファームの発電量を低下
させ、再生可能エネルギーによる電気を優先的に利用する
ことも可能となる。
　さらにカーボンニュートラルを進めるには、エネファー
ムの運転に CO2 を増やさない燃料を用いる必要がある。
こうした燃料には、再生可能エネルギーから作られた水素、
そのような水素と工場や発電所、大気中などから回収した
CO2 で合成したメタン、バイオガスなどがあり、国のグリー
ン成長戦略においても実用化の技術進展が目標とされてい
る。水素を利用する燃料電池（エネファームを含む）は、
これらの燃料と相性がよく、国の水素基本戦略で需要側の
水素利用技術として中心的な位置付けとされている。
　このように、エネファームは優れた省エネ性、再生可能

エネルギーや水素との高い親和性によってカーボンニュー
トラルに貢献でき、停電時にも電気やお湯を使える安心を
提供できる住宅設備である。

図 8. エネファームのラインナップのうち、家庭用
として世界最高の発電効率のタイプ。発電ユ
ニット ( 左 ) は既存の給湯器に後付けも可能。

太陽光発電について

　建築物の外皮の中で外壁に比べて熱の出入りが多く断熱
性の弱点といわれている窓などの開口部については、これ
まで断熱性を高める対応が主になされてきたが、断熱性だ
けでなく日射の取得性にも重要な関わりがあり対応が必要
となる。開口部からの日射熱取得は、冬期の暖房負荷を
軽減するとともに、夏期は冷房負荷を増大させる。このた
め、建物の温熱環境や省エネ性能を評価する際には、開
口部の断熱性と共に日射熱取得性に関する熱性能値の情
報が不可欠である。開口部の熱性能向上に向けて、JIS A 
4706:2021 及び JIS A 4702:2021 により、断熱性等級に
H-7、H-8 が追加され、また日射取得性等級 N-1 〜 3 が新
設された（表 1）。
　開口部の断熱性能向上に寄与するため、サッシについて
は、従来のアルミニウム合金製からアルミニウム樹脂複合
製や樹脂製が提供されている。ガラスについては複層ガラ
ス化が進んでおり、新築住宅用ではほぼ複層ガラスが採用
されている。
　日射取得性能については、近年では、特殊金属膜コー
テイング（Low-E 膜）を持った日射取得型や日射遮蔽型の
Low-E 複層ガラスが一般化され、開口部の日射熱取得率を
大きく変化させることができる（図 9）。また、ブラインド、
シャッター、スクリーン、雨戸、カーテンなどの日射を遮
蔽するものとの組み合わせによっても日射熱取得率は大き
く変化する。窓の方位やまわりの状況、その地域の気象風
土に対応した窓仕様を選択できるように、正確な日射熱取
得率を把握する必要がある。
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　一方で、中間期の省エネルギー対応として、様々な換気
装置付きの建具が提供されている。中間期の外気を室内に
循環させることによりエネルギー負荷を低減するもので、

表 1. JIS の改定概要＜出展：（一社）日本サッシ協会資料＞

防犯性を考慮したものも多く提供されている（図 10 〜
12）。また、室内換気窓はコロナ禍への対応にも寄与する
商材と考えている。

図 9. サッシとガラスの進化＜出展：（一社）日本サッシ協会資料＞

図 10. 換気機能付き建具と効果＜出展：（株）LIXIL・ＮＴⅡ＞

換気機能付き玄関ドア  住まい全体の通風効果の向上
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図 11. 竪型換気装置＜出展：（株）LIXIL・シーガルスリット＞

図 12. 横型換気装置＜出展：（株）LIXIL・シーガルスウィング＞

 ■手動開閉タイプ  ■電動開閉タイプ
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行政の取り組み

新たな森林・林業新たな森林・林業
基本計画について基本計画について

～～カーボンニュートラルカーボンニュートラルに係る施策を中心に～に係る施策を中心に～

林野庁　企画課

　令和３年６月 15 日に、新たな森林・林業基本計画（以
下「基本計画」という。）が閣議決定された。本稿では、
新たな基本計画の概要について、カーボンニュートラルに
係る施策を中心に説明する。

2. 森林及び林業に関する施策についての
　基本的な方針

2.1 前基本計画に基づく施策の評価等
　前基本計画の下では、人工林資源が本格的な利用期を迎
えたことなどを背景に、「林業・木材産業の成長産業化」
を掲げ、原木の安定供給体制の確立などの供給対策と、新
たな木質部材の開発・普及などの需要対策等を併せて推進
してきた。
　その結果、原木生産の量的な拡大や、製材・合板工場等
の生産性向上が図られるなど一定の成果が得られた。しか
しながら、それらの取組は途上にあり、また、立木販売収
入から再造林費用を賄える状況には至っておらず、主伐面
積に対する再造林面積が約３割にとどまっているなど、現
状においては、我が国の森林・林業・木材産業は、真に持
続的なものへと発展できていない。

　さらに、我が国は、地球温暖化に伴う気候変動、少子高
齢化と人口減少、新型コロナウイルス感染症の流行など大
きな変化に直面しており、それらに対応しながら、各般の
施策を進めていくことが求められている。

2.2 森林及び林業をめぐる情勢変化等を踏まえた対応方向
　新たな基本計画では、上記課題等を踏まえ、森林を適正
に管理して、林業・木材産業の「持続性」を高めながら成
長発展させることで、2050 年カーボンニュートラルも見
据えた豊かな社会経済を実現していくことを基本的な方針
としている。また、このことを表す言葉として、森林・林
業・木材産業による「グリーン成長」を掲げ、以下の５つ
の柱で施策を展開していくこととしている。

（１）森林資源の適正な管理及び利用
　人工林資源の循環利用を進めるため、林業適地では適正
な伐採と再造林の確保を図る。それ以外の森林では、多様
で健全な森林の姿を目指し、人工林から針広混交林への誘
導や天然生林の適切な保全管理を進める。また、国土強靱
化に向け、森林整備・治山対策を推進するとともに、森林
吸収量の確保・強化に向け、間伐や主伐後の再造林等を推
進する。

（２）「新しい林業」に向けた取組の展開
　エリートツリーや自動操作機械等の新技術を取り入れ
て、伐採から再造林・保育に至る収支のプラス転換を可能
とする「新しい林業」を目指す取組を展開する。併せて、
林業従事者の所得と労働安全の向上を図り、長期にわたる
持続的な経営を実現できる林業経営体を育成していく。

（３）木材産業の「国際競争力」と「地場競争力」の強化
　住宅メーカー等のニーズに対応した JAS 製品や KD 材等
の品質・性能の確かな木材製品を低コストで供給できる体
制を整備し、外材や他資材に対抗できるよう「国際競争力」
を高めていく。また、地場の中小工場等については、地域
における多様なニーズをくみ取り、大径材も活用しなが
ら単価の高い板材など多品目製品の柔軟な供給体制を整備
し、「地場競争力」の向上を目指す。

（４）都市等における「第２の森林」づくり
　都市等での非住宅分野での木材利用の拡大に向け、防耐
火や構造計算に対応できる部材の開発・普及、JAS 製材製
品の供給体制の強化等に取り組む。また、付加価値の高い
木材製品の輸出や木質バイオマスの熱電利用を促進する。

1. はじめに
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3. 新たな基本計画における目標

　基本計画では、森林・林業基本法に基づき、森林の整備
及び保全、林業・木材産業等の事業活動や林産物の消費に
関する指針として、次の 2 つの目標を定めている。
3.1 森林の有する多面的機能の発揮に関する目標
　多様な森林がバランス良く賦存する「指向する森林の状
態」に向け、育成単層林のうち、林業に適した場所では、
これを維持する一方で、それ以外では育成複層林化を図る
こととしている。併せて、天然生林を適切に維持するなど
の望ましい森林の整備・保全が行われた場合に見込まれる
５年後、10 年後、20 年後の状態を目標として設定してい
る（表１）。

表 1. 森林の有する多面的機能の発揮に関する目標

3.2 林産物の供給及び利用に関する目標
　望ましい森林の整備・保全が行われた場合の木材（国産
材）供給量、今後の需要動向を見通した上で、諸課題が解
決された場合に実現可能な木材利用量を目標として設定し
ている。木材供給量については、2019 年の 31 百万㎥に
対して、2030 年には 11 百万㎥増加させ、現状の 1.4 倍
である 42 百万㎥まで拡大することを目標としている（表
２）。

表 2. 木材供給量に関する目標

表 3. 用途別の利用量の目標
（単位：百万㎥）

※「その他」は、しいたけ原木、原木輸出等

4. 政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

　基本計画では、上記「対応方向」に沿った内容で、政府
が総合的かつ計画的に講ずべき施策を記載している。特に、
近年世界各国で関心が高まっている地球温暖化対策に向け
て、森林・林業・木材産業分野においても取組を重点的に
実施することとしており、ここでは、その内容を紹介する。

（１）適切な森林整備等を通じた森林吸収量の確保・強化
　2050 年カーボンニュートラルの実現に貢献するため、
適切な森林整備等を通じた森林吸収量の確保を図る。具体
的には、適切な間伐等の実施、天然生林等の適切な管理・
保全などに引き続き取り組む。加えて、中長期的な森林吸
収量の確保・強化を図るため、エリートツリー等による再
造林を促進する。

（２）木材利用を通じた炭素貯蔵の促進
　パリ協定の下では、国内の森林から伐採・搬出された木
材を原料とする製品（伐採木材製品（HWP））における炭
素蓄積量の変化を温室効果ガスの吸収量又は排出量として
計上できることとなっている。そのため、建築物での木材
利用を拡大するとともに、地盤改良木杭等の土木分野での
木材利用を拡大し、HWP による炭素貯蔵を促進する。
　建築物への木材利用については、今般改正された「脱炭
素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の
利用の促進に関する法律」に基づき、引き続き、国等が自
ら率先して公共建築物の木造化・木質化を推進するととも
に、民間の非住宅分野等での木材利用を促進する。具体的

（５）新たな山村価値の創造
　森林管理を支える林業従事者の生活基盤である山村地域
を活性化させるため、地域資源を活かした産業の振興に加
え、地域における農林地の管理や利用等の協働活動を促進
する。また、森林空間を総合的に活用する「森林サービス
産業」等の新たな産業の育成や山村地域と継続的に関わる

「関係人口」の拡大を目指す。

　また、用途別の木材利用量については、今回、製材用材
や合板用材を合わせた「建築用材等」とパルプ・チップ用
材、燃料材、その他を合わせた「非建築用材等」の区分を
新たに行った上で、より丸太価格が高い「建築用材等」へ
の利用を促進することとしている。（表３）。
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には、一般流通材を活用した低コストでの建築事例の普及
に取り組むほか、耐火部材や CLT 等の開発・普及、それ
らの部材を使用した建築実証などにより、多様な設計施工
のノウハウの蓄積等に取り組む。また、関係府省と連携し、
木造建築物の設計者の育成、設計施工や部材調達の合理化
に有効な BIM（Building Information Modeling） の活用を
推進する。
　非住宅分野等で木材利用に当たっては、強度性能や含水
率等が明確な JAS 製品の利用促進が重要である。このため、
これら製品を低コストで安定的に供給できるよう引き続き
加工流通施設の効率化等を図る。加えて、JAS 規格につい
て、利用実態に即した区分や基準の合理化等を図るととも
に、木材産業関係者に対しては、認証取得等に係る手数料
水準のあり方の検討など自主的な取組を促していく。

（３）木材利用による排出削減・省エネルギー化の推進
　木材は、製造時のエネルギー消費が他資材より比較的少
ないため、木材利用の促進は二酸化炭素の排出削減に有効
である。さらに、化石燃料の代替となる木質バイオマスの
エネルギー利用、化石資源由来製品の代替となる木質系新
素材の開発・普及等を通じて、二酸化炭素の排出削減に貢
献していく。また、建築物の省エネルギー化に寄与するた
め、断面寸法が大きく熱伝導率の低い CLT や木製サッシ
等の建具の利用を促進する。

5. おわりに

　新たな基本計画のキーワードである「持続性」の核とな
るのが、再造林を通じた我が国の森林資源の確保である。
このため、森林・林業・木材産業関係者においては、自ら
の短期的な利益のみを追求するのではなく、効率的なサプ
ライチェーンを構築して相互利益を拡大しつつ、再造林に
つなげるとの視点を共有し努力していくことが重要であ
り、その旨を基本計画本文にも明記した。関係者の皆様に
は、御理解と御協力をお願いしたい。
　なお、林野庁ホームページにおいて、基本計画本文だけ
でなく、バックグラウンドとなる各種データ等についても
公開しているので、関心のある方は是非ご覧いただきたい。

【林野庁　森林・林業基本計画ホームページ】
https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/plan/

新たな森林・林業基本計画の
リーフレット

林野庁  森林・林業基本計画

ホームページからダウンロード可能

（https://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/plan/)
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水災害リスクを踏まえた水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン防災まちづくりのガイドライン

1. はじめに

　近年、平成 30 年 7 月豪雨、令和元年東日本台風、令和
2 年 7 月豪雨をはじめとする激甚な水災害が全国各地で発
生しており、今後、気候変動の影響による降雨量の増加や
海面水位の上昇により、さらに水災害が頻発・激甚化する
ことが懸念されている。
　このような状況を受け、国土交通省では、都市局、水管理・
国土保全局、住宅局が協働して、「水災害対策とまちづく
りの連携のあり方検討会」を令和２年１月に立ち上げ、本
検討会での議論・提言と実際の都市でのケーススタディを
踏まえて、本年５月には、防災まちづくりに取り組む地方
公共団体への支援を目的とした「水災害リスクを踏まえた
防災まちづくりのガイドライン」を作成し公表している。
　同ガイドラインは、
第１章：防災まちづくりに活用できる水災害に関するハ　
　　　　ザード情報
第２章：地域における水災害リスク評価
第３章：水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの方向性
第４章：水災害リスクを軽減又は回避する対策
第５章：関係者間の連携
の５部構成となっている。同ガイドラインでは、地方公共
団体における防災まちづくりの進め方として、図１のよう
な流れを提案している。

国土交通省住宅局建築指導課建築物事故調査・防災対策室

図 1. 水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの全体の流れ

2. 防災まちづくりに活用できるハザード情報の充実

　本ガイドラインでは、まずは、「ハザード情報の整備・
充実」として、水災害にあまり馴染みがない住宅・都市等

の部局の担当者も水災害に関する基礎的な知識を習得した
うえで、「多段階の浸水想定」や河川整備等の前後の浸水
想定といった新たなハザード情報を河川管理者などが住
宅・都市等の担当者に提供をすることで、防災まちづくり
に活用されるということを提案している。
　この「多段階の浸水想定」という考え方は、本ガイドラ
インの一つの特徴である。現行の洪水等に関するハザード
情報は、目的を水災時の円滑かつ迅速な避難の確保として
いるために、年超過確率（１年間にその規模を超える事象
が発生する確率）が 1/1000 以下（想定最大規模）、国直
轄区間の一級河川で 1/100 〜 1/200 程度（計画規模）と
かなり稀な災害を想定している。そのため、概ね 20 年後
を展望するまちづくりとは検討時間スケールが合わないこ
とや、まちづくりとして受け止めきれない深刻な浸水想定
となることなどにより、必ずしも防災まちづくりにおいて
活用しやすいものとはなっていなかった。そのため、まち
づくりの時間スケールにあったハザード情報を検討するに
あたり、中高頻度（年超過確率 1/10、1/30 等）の浸水
想定を作成し用いることが有効となる。このように、想定
する災害の規模を多段階で示していこうとするものが「多
段階の浸水想定」の考え方である。
　また、現行の浸水想定から河川整備等の進捗によりどの
程度浸水範囲が解消するのかを把握することができれば、
まちづくり側での過剰な対策、投資を避けるとともに、河
川整備等が完了するまでの当面の間の対策として何をすべ
きかを考えることができる。そのため、防災まちづくりの
検討には、多段階の浸水想定のそれぞれについて、河川整
備等の進捗に応じた浸水想定を作成することが有効となる。
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3. 水災害リスク評価

　本ガイドラインの第２章では、ハザード情報を用いて水
災害リスクの評価を行う考え方を示し、手法を紹介してい
る。防災まちづくりを進めるにあたっては、人命を守るこ
とはもとより、資産や経済を守ることも重要である。その
ため、水災害リスクの評価項目として、人的被害、経済的
被害、都市機能上・防災上重要な施設の機能低下といった
項目を挙げ、ハザードの種別ごとに評価を行うことが重要
であるとしている。
　また、リスクとハザードは同義ではない。ガイドライン
では、リスクを「ハザード」「暴露」「脆弱性」（それぞれ
の意味は図２）の組み合わせと説明している。また、地域
によりこれらの状況は様々であり、それぞれの地域におい
て、評価項目の検討や適切な手法を検討することが求めら
れることになる。

図 2. 水災害リスクの評価式のイメージ

4. リスク評価を踏まえた防災まちづくりの方向性

　第３章では、第２章により評価した水災害リスクに加え
て、都市に関して考慮すべき事項を踏まえて防災まちづく
りの方向性を検討する考え方を解説している。
　水災害リスクが存在することをもって都市的土地利用を
行わないこととすると、都市が成り立たなくなる地域も存

5. 水災害リスクを軽減又は回避する対策

　第４章では、第３章により決定した防災まちづくりの方
向性を実現するため、水災害リスクを軽減又は回避するた
めの総合的な対策を検討する考え方を解説している。
前述のように、水災害リスクは「ハザード」「暴露」「脆弱
性」から評価されるため、水災害リスクを小さくするため
には、これらハザード、暴露及び脆弱性を小さくしていく
方策を検討する必要がある。　　　
　具体的には、都市的土地利用を続けることとした地域は、
脆弱性を小さくする対策を実施した上で、それでもリスク
の軽減に限界がある場合にはハザードを軽減する更なる治
水対策等を実施する。また、都市的土地利用を避けること
とした地域については、脆弱性を小さくする対策を併用し
ながら、安全なエリアへの住宅・建築物の移転の促進など
暴露を小さくする対策を実施していくことが考えられる。
　ハザードに対する対策、暴露を小さくする対策、脆弱性
を小さくする対策の具体例としては、主に図３に掲げるも
のが考えられる。また、特に、住宅・建築に着目した場合
は、脆弱性を小さくする対策と暴露を小さくする対策が該
当する。

図 3. 防災まちづくりの支援メニューの例

在すると考えられる。そして、そのような極端な結論に陥
ることは望ましくない。
　そこで、本ガイドラインでは、都市に関して考慮すべき
事項として、都市の歴史的な形成過程、都市計画の内容及
びマスタープラン等における位置づけ、人口・経済等の近
年の動態を把握することを提案している。
　これらの事項を踏まえて、水災害リスクを可能な限り避
けることを原則としつつ、地域の持続可能性、暮らしの豊
かさ、快適性等の様々な観点からのまちづくり全体との総
合的なバランス、リスクの大きさに対する都市的土地利用
を継続していくことの意義性を考慮し、防災まちづくりの
方向性を決定することとしている。

ハザード 人命の損失や財産の損害等を引き起こす可
能性のある危険な自然現象

暴露
ハザードの影響を受ける地帯に存在し、そ
の影響により損害を被る可能性のある人口、
財産、システム、その他の要素

脆弱性 ハザードによる地域社会、システム、資産
等の単位暴露量当たりの被害の受けやすさ

水害
リスク ハザード 発生確率 暴露 脆弱性× × ×＝

対策種別 対策メニュー（短期） 対策メニュー（中長期）

脆弱性を小さく
する対策

・避難路・避難施設の確保
・避難体制の強化
・建築物の浸水対策（新規に建築される場合、

既存建築物の簡易的な対策（止水版の設置等））
・開発許可基準の強化（新規の開発行為）

・建築物の浸水対策（既存建築物の
建替え等の際に推進）

・面的な土地の対策

暴露を小さくす
る対策

・建築、開発行為の禁止（新規に建築、開発さ
れる場合）

・居住、都市機能の立地誘導
・移転

ハザードに対す
る対策

・雨水貯留浸透施設の設置
・緑地、農地の保全 ・二線堤、輪中堤の整備　等
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図 5. ピロティ構造の事例

図 6. がけ地近接等危険住宅移転事業の適用イメージ

①脆弱性を小さくする対策
　脆弱性を小さくする対策の例として、避難路・避難施設
の確保や建築物の浸水対策がある。避難の安全性確保の観
点から住宅・建築の分野に関するものとしては、オフィス
ビル、商業施設をはじめとする中高層建築物等における避
難者の受入れ体制の確保がある。地方公共団体と災害時の
協力に関する協定などを結んでおくことを検討することも
重要である。
　浸水のおそれのある区域に存する住宅・建築物では、敷
地の嵩上げ、居室の床面の高さの引上げやピロティ化、浸
水が想定される部分の構造の耐水化、止水版の設置等の対
策が考えられる（図 4・図 5）。また、これらの対策の実
施を担保する制度として、災害危険区域の指定や地区計画
制度の活用により、建築基準法に基づく条例により建築物
の構造を制限することも考えられる。
　なお、建築基準法に基づく条例による規制は、当該規制
の施行以降に建築される住宅・建築物に適用され、既に存
する住宅・建築物には増築や建替え等の際に適用されるこ
とになるため、短期的には新規の建築物に対して、中長期
的には既存の建築物に対して効果があることとなる。

図 4. 建築物の浸水対策のイメージ

②暴露を小さくする対策
　暴露を小さくする対策の例としては、土地利用の規制が
ある。想定されるハザードの外力が大きく、頻度が高い区
域で、都市的土地利用を避けることとした区域では、当該
区域における住居の用に供する建築物や一定の開発行為を
制限することも重要となる。
　具体的には、建築行為では、災害危険区域の指定、特定
都市河川流域における浸水被害防止区域の指定により、住
居の用に供する建築物等の建築を制限すること、開発行為
では、区域区分を変更し、市街化区域を市街化調整区域に
編入することも考えられる。
　また、都市的土地利用を避けることとした区域では、既
存の住宅・建築物をより安全な区域へ移転するよう促して
いくことが重要となる。移転を促進するにあたっては、移
転先の土地や家屋の取得費用、引越し費用、従前居住の住
宅の解体費などの移転する住民の経済的負担を軽減するこ
とが有効であり、地方公共団体において、国の支援制度（防
災集団移転促進事業、がけ地近接等危険住宅移転事業等）
を活用することが考えられる（図 6）。
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6. 関係者間の連携等

　地方公共団体において防災まちづくりを進めるにあたっ
ては、河川側からまちづくり側へ、また、まちづくり側か
ら河川側への双方向の調整を意識しながら、治水、防災、
都市計画、建築等の関係分野の担当部局が連携するととも
に、地域住民や民間事業者それぞれの意識の共有が必要で
ある。関係者が情報共有・連携を図るための場をつくるな
ど、新しい議論の体制や合意形成の体制が必要であると考
えられる。
　また、民間事業者に求められることとして、住宅・建築
物の対水害性能の向上、LCP・BCP の観点も含めた設計等
の工夫などが考えられる。
　このほか、将来の我が国に優良な住宅・建築物を資産と
して残していくという観点からも、住宅・建築物単体での
工夫のみならず、地域の防災まちづくりの方針に合致した
立地の選定なども今後一層重要となってくるものと考えら
れる。
　さらには、前述のような民間建築物での避難者の受入れ
体制の確保のほか、内水対策としての雨水貯留機能の建築
物への導入など、行政と連携しながら、管理・運用の段階
も含めた取組みも重要となってくると考えられる。

7. おわりに

　令和３年３月に閣議決定した新たな住生活基本計画で
も、このような頻発・激甚化する水災害を背景に、新たに、
リスク情報の提供、災害の危険性のあるエリアでの立地抑
制、安全な立地への移転等の誘導などを位置付けた（図 7）。
　今後も、気候変動の影響により、水災害がさらに頻発化・
激甚化することが懸念される。地方公共団体の治水、防災、
都市計画、建築等の関係分野の担当部局が連携することは
もとより、民間事業者による取組みや行政との連携が一層
重要となってくると考えられる。国土交通省としても、今
後とも、このような取組みを支援することで、水害に強い
安全な住宅・住宅地の形成等を進めていきたいと考えてい
る。

図 7. 住生活基本計画の概要（関係箇所抜粋）
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第 17 回「家やまちの絵本」コンクール実施結果報告第 17 回「家やまちの絵本」コンクール実施結果報告
住生活月間中央イベント実行委員会

　第 17 回 ｢家やまちの絵本｣ コンクールを実施し、この
たび受賞作品を決定しました。概要は次の通りです。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．実施概要
　①募集期間：７月２０日から９月６日 ( 消印有効 )　
　② 募集部門
　　Ａ）子供の部（小学生以下）
　　Ｂ）中学生・高校生の部
　　Ｃ）大人の部（１８歳以上）
　　Ｄ）子どもと大人の合作の部
　　　　（子ども：小学生以下、大人：18 歳以上）
　　※Ａ部門：親による製本の手伝い（作品の綴込等）は可
　　※Ａ・Ｂ・Ｃ部門：合作（２人以上の制作者）での応募も可
　　※Ｄ部門：３名以上でも可

　③応募総数：1,921 作品
　④審査日程：9 月 24 日（金）
　　【審査委員長】小澤紀美子（東京学芸大学 名誉教授）

　　【審査委員】
　　　町田万里子（手作り絵本 研究家）

　　　勝田映子（帝京大学 教育学部 教授）

　　　北方美穂（「あそびをせんとや生まれけむ研究会」代表）

　　　槇英子（淑徳大学 総合福祉学部 教授）

　　　前田豊稔（豊岡短期大学 通信教育部こども学科 准教授、

　　　　　　　　アートハウス西宮 代表）

　　　前田亮（国土交通省 住宅局 住宅生産課 木造住宅 振興室長）

　　　嘉藤鋭（住宅金融支援機構 マンション・まちづくり支援部

　　　　　　　技術統括室長）

　　　藤島靖久（都市再生機構 広報室長）

　　　小田広昭（住宅生産団体連合会 副会長・専務理事）

　（敬称略）

２．表　彰　
　①国土交通大臣賞（１作品）
　②文部科学大臣賞（２作品）
　③住宅金融支援機構理事長賞（１作品）
　④都市再生機構理事長賞（１作品）
　　いずれも図書カード 5 万円
　⑤住生活月間中央イベント実行委員会委員長賞（４作品）
　　図書カード 3 万円
　⑥審査員特別賞（１作品）
　　図書カード１万円
　⑦入選（19 作品）
　　図書カード１万円
　⑧参加賞
　　にほんの色鉛筆　和名 12 色セット

３．展　示
　10 月から 11 月にかけての住宅金融支援機構のギャラ
リー会場での展示は、新型コロナウイルス感染症予防の観
点から中止。

４．運　営
　【主催】住生活月間中央イベント実行委員会
　【共催】一般社団法人　住宅生産団体連合会
　【後援】国土交通省、文部科学省、住宅金融支援機構、

都市再生機構、北海道教育委員会、福島県教育
委員会、群馬県教育委員会、埼玉県教育委員会、
千葉県教育委員会、東京都教育委員会、神奈川
県教育委員会、長野県教育委員会、静岡県教育
委員会、愛知県教育委員会、京都府教育委員会、
大阪府教育委員会、兵庫県教育委員会、広島県
教育委員会、福岡県教育委員会　

審査の様子審査の様子



「住宅に係る環境配慮ガイドライン」の公表に際して ／ 環境委員会

25

５．受賞者一覧

受賞 部門 題名 作者 学校等（所属）
国土交通大臣賞 中学生・高校生の部 インターフォンのぴーたろう 小

こ い で
出　芭

は な
奈 東京都立小松川高等学校 1 年（東京都）

文部科学大臣賞
子どもの部 ぼくは今日家出をする 柳

やなぎさわ
沢　稟

り さ
彩 横浜市立南瀬谷小学校 5 年（神奈川県）

中学生・高校生の部 路地裏の小さな大工たち 髙
た か ぎ

木　美
み さ き

沙希 福島県立福島西高等学校 1 年（福島県）
住宅金融支援機構理事長賞 大人の部 家なきワンコ 安

あんどう
藤　邦

く に お
緒 無職（岐阜県）

都市再生機構理事長賞 中学生・高校生の部 まちへおつかい 東
ひがしおんな

恩納　愛
あんじゅ

珠 沖縄県立首里高等学校 2 年（沖縄県）

住生活月間中央イベント
実行委員会委員長賞

子どもの部 " がんばれダチョウ
～ダチョウは家の働き鳥～ "

横
よ こ す か

須賀　理
ま さ と

人 日野市立潤徳小学校 4 年（東京都）

横
よ こ す か

須賀　悠
ゆ う と

人 日野市立潤徳小学校 6 年（東京都）
大人の部 じてこでいこら！ 大

おおたに
谷　明

あ す か
日香 橋本市立紀見小学校　職員（和歌山県）

" 子どもと大人の
合作の部 "

みてみると 佐
さ と う

藤　璃
り む

歩 越谷市立桜井南小学校 5 年（埼玉県）

佐
さ と う

藤　圭
か な こ

那子 母（埼玉県）

くもくんのいえ 栢
かやした

下　結
ゆう 西東京市立やぎさわ保育園（東京都）

栢
かやした

下　彩
あ や こ

子 母（東京都）
審査員特別賞 中学生・高校生の部 ぱおりんのおたんじょうび 大

おおおか
岡　愛

ま な み
海 東京都立工芸高等学校 2 年（東京都）

入選

子どもの部

きみならどうする？ 小
こ く ぼ

久保　結
ゆ い

衣 松戸市立小金小学校 6 年（千葉県）
自然の町 中

なかむら
村　佑

ゆ う か
夏 相模原市立東林小学校 5 年（神奈川県）

シーラカンスと仲間の町 中
なかむら

村　奏
か な た

太 尾鷲市立向井小学校 4 年（三重県）
不動産屋のカマキリくん 木

きのした
下　陽

は る な
菜 小平市立小平第三小学校 6 年（東京都）

みおちゃんのともだち 山
やまおか

岡　桜
さくら 福山市立光小学校 6 年（広島県）

中学生・高校生の部

子猫の子窓 松
まつもと

本　星
あかり 宮崎県立富島高等学校 2 年（宮崎県）

通学路のすきなとこ 高
たかはし

橋　龍
る う く

駆 福島県立福島西高等学校 1 年（福島県）
くまくんのでっかいおうち 三

み し ま
嶋　優

ゆう 尾花沢市立福原中学校 2 年（山形県）
Shiningtown ～光の街～ 鈴

す ず き
木　悠

ゆ う か
花 栃木県立宇都宮中央女子高等学校 3 年（栃木県）

私の好きな村 吉
よ し だ

田　愛
ま な み

美 福島県立会津学鳳高等学校 2 年（福島県）

大人の部

マダム・ミロバおひっこし おの　みどり 主婦（愛知県）
だんちのおひっこし つるおか　のぶえ 事務職（神奈川県）
ぼくらのむらに 髙

たかはし
橋　俊

としひで
英 自営業（福岡県）

和田小学校の夏の一日 酒
さ か い

井　正
ま さ や

也 自営業（長野県）

" 子どもと大人の
合作の部 "

ぼくのだいすきなき 渡
わたなべ

邉　朝
あ さ ひ

日 清水町立南小学校 1 年（静岡県）

渡
わたなべ

邉　美
み き

季 母（静岡県）

かのちゃんのパンの家
田
たどころ

所　優
ゆ う か

花 町田市立町田第一小学校 2 年（東京都）

田
たどころ

所　勇
ゆ う き

樹 父（東京都）

田
たどころ

所　由
ゆ き

妃 母（東京都）

やどかりかぞく
広
ひ ろ せ

瀬　未
み う

侑 愛知県立尾北高等学校 1 年（愛知県）

広
ひ ろ せ

瀬　乃
の あ

愛 清須市立古城小学校 4 年（愛知県）

広
ひ ろ せ

瀬　亜
あ や こ

也子 母（愛知県）

おかしないいまちがい

立
たてみち

道　駿
は や と

斗 須恵町立須恵第二小学校 6 年（福岡県）

立
たてみち

道　絢
あ や の

乃 須恵町立須恵第二小学校 4 年（福岡県）

立
たてみち

道　珠
み さ と

里 須恵町立須恵第二小学校 1 年（福岡県）

立
たてみち

道　都
みやこ 母（福岡県）

ぼくのおうちぼくたちのおうち

澤
さ わ べ

邉　勇
ゆ う た

太 船橋市立大穴小学校 5 年（千葉県）

澤
さ わ べ

邉　理
り こ

子 3 才（千葉県）

澤
さ わ べ

邉　智
ともひろ

宏 父（千葉県）

澤
さ わ べ

邉　貴
た か こ

子 母（千葉県）

国土交通大臣賞国土交通大臣賞

文部科学大臣賞（子どもの部）文部科学大臣賞（子どもの部）

文部科学大臣賞文部科学大臣賞
（中学生・高校生の部）（中学生・高校生の部）

住宅金融支援機構住宅金融支援機構
理事長賞理事長賞

都市再生機構理事長賞都市再生機構理事長賞

「インターフォンのぴーたろう」「インターフォンのぴーたろう」 「路地裏の小さな大工たち」「路地裏の小さな大工たち」 「家なきワンコ」「家なきワンコ」「ぼくは今日家出をする」「ぼくは今日家出をする」 「まちのおつかい」「まちのおつかい」

【受賞作品の表紙（一部）】
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「住宅に係る環境配慮ガイドライン」の公表に際して「住宅に係る環境配慮ガイドライン」の公表に際して

ガイドライン策定までの経緯

　去る 2021 年 6 月、住団連ホームページ上で「住宅に
係る環境配慮ガイドライン（以降「ガイドライン」という）」
が公開された。これは住宅（生産）に係る環境配慮などに
ついて住宅生産者の視点から整理を行ったもので、旧版に
相当する「住宅に係る環境配慮ガイドライン（第２版）」
を見直したものである。
　本稿では、これらガイドラインの策定経緯や特徴、見直
しに際しての留意事項などのポイントを整理・紹介する。

　ガイドラインの原点は 20 年以上前に遡る。1992 年に
開催された地球環境サミット（環境と開発のための国連会
議）等において、「環境負荷の少ない持続的発展が可能な
社会の構築」が強く要請されるようになった。住団連では
こうした情勢もふまえ、住宅生産の中での環境負荷削減の
取り組みを進める一環として、1998 年に「環境に配慮し
た資材生産ガイドライン」を策定した。これは住宅生産者
の立場から生産の素材たる「資材」について、資材生産の
際のエネルギー消費・環境負荷の削減や、解体後のリサ
イクルなどにどのように配慮すべきかを整理したものであ
り、「生産」以外の住宅のライフサイクルにも目を向けた
先進的な取り組みとして注目された。この流れの中「建設」
や「解体」「処理処分」といったライフサイクル各段階に
ついての個別ガイドラインが順次策定されると共に、特に
エネルギー消費において住宅の使用時（居住時）の占める
割合が大きいこともふまえ、使用時の配慮事項についても

「環境に配慮した住まい方ガイドライン」として策定した。
　その後、2002 年に住団連の創立 10 周年を期にこれら
を統合し、「住宅に係わる環境配慮ガイドライン（第 1 版）」
が誕生し、2012 年には「第 2 版」が公表されるに至った
が、冒頭で触れたように、このたび抜本的な見直しをふま
えたものが公表されることとなった。

「ガイドライン」の特徴

　この「ガイドライン」の当初からの特徴は、住宅に係る
環境配慮事項を「ライフサイクル」、及びそれとも関連し
た「ステークホルダー」という視点で整理していることに
ある。

　前者の「ライフサイクル」は、先に触れたように、直接
的な「建設」のみならず、用いる「資材」や建て替え等に
伴う「解体」、これらから排出される廃棄物の「処理・処分」
など、関連する様々な段階、さらには住宅での生活に伴う
環境負荷まで留意するというものであり、全体としての環
境配慮・負荷削減という、現在の「ネット・ゼロ（エミッショ
ン）」に通ずる概念を当時から提案していたものである。
　また、後者の「ステークホルダー」は、ライフサイクル
とも関連し、工務店や住宅メーカーなど、直接的に住宅の
建築・生産に係る主体だけでなく、資材を生産する主体や、
建て替え時等の解体工事に係る主体、あるいは実際に住宅
を使う居住者（≒発注者）など、それぞれのライフサイク
ルに係る各主体がそれぞれの立場で環境に配慮することが
重要であるという認識であり、現在経団連等が先導してい
るバリューチェーンを通じた環境負荷削減という流れを先
取りしたものでもある。
　ガイドライン中ではこれらについて、ライフサイクル毎
にそこに関係する主体が配慮すべき事項について、主とし
て生産者の立場から整理されている。

ライフサイクル毎の環境配慮

　具体的に見ていこう。住宅のライフサイクルの起点とし
て位置づけられる「資材」は、木材・鋼材などから住宅設
備機器まで様々なものがある。これらが「資材」となるま
での資源開発から資材機器生産までの過程での環境負荷に
配慮することはもちろん、「資材」を用いた施工や、解体、
再生・処理処分の際の環境負荷・資源循環にも留意する必
要がある。さらに「資材」に関する情報がライフサイクル
の次段階に適切に伝達されるなど、トレーサビリティに配
慮することの重要性も掲げられている。
　「資材」に引き続く「建設」段階でも、施工時に排出さ
れる環境負荷等への配慮のみならず、企画・計画や設計の
際、例えば高断熱住宅や ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・
ハウス）、あるいは住宅長寿命化など、使用（居住）時や
建て替えサイクルも念頭においた配慮が必要とされる。さ
らに、発注者（居住者）との係わりの中で、環境性能の高
い住宅の普及啓発や、引渡し時に住まい方や省エネルギー
に関する情報等を十分説明することなども挙げられてい
る。

環境委員会
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　その後の「使用（居住）」段階においては、住宅・設備
の選択や住まい方等、居住者（お客様）に拠る部分が多く、
その意味で居住者自身の行動変容が不可欠となる。住宅生
産者としては、それを促すための働きかけや情報提供等が
必要となってくることから、ガイドラインでは、お客様に
対し提案する工夫として整理を行っている。
　そして住宅ライフサイクルの最終段階である「解体」、
及び「解体」をはじめライフサイクルの中で発生する廃棄
物の「再生、処理・処分、資源循環」に際しては、関連す
る法令等も多いことからその遵守を前提に、分別解体や再
資源化率の向上、最終処分量の削減を図るとともに、公衆
衛生の向上にも資するような配慮が求められる。なお、「解
体」「再生、処理・処分、資源循環」の段階での関係主体
間における適切な情報伝達の必要性は制度的なものも含め
高いことから、これら連携が取れるような仕組みにも言及
している。

改訂作業に際してのポイント

　ガイドラインの概要は以上であるが、作業に際し、従前
は工務店・住宅メーカーといった住宅の生産に携わる主体
としての視点と、ライフサイクル各段階での関連する種々
の主体の視点とが混在・混乱していたことから、これらを
前者の視点で捉えなおした。また、近年の環境に関する制
度・技術的動向や、住宅を巡る情勢の変化等をふまえ、下
記の点等に言及するなどのアップデートも行っている。

・持続可能なサプライチェーンや海洋プラスチックごみ、

樹脂窓や太陽光発電パネルのリサイクルへの言及。

・住宅の長寿命化に関連し、リフォームや安心 R 住宅、イ

ンスペクション、住宅選択時の長期優良住宅の選択の重

要性への言及。

・新たな国際的な環境潮流としての SDGs と住宅生産時の

環境配慮の関係、別途実施した SDGs 意識調査の結果概

要等についても言及。

　その上で、改訂作業やガイドラインをふまえた今後の取
り組みに際し無視できない近年の情勢として、上でも記し
た国際的潮流である「SDGs（持続可能な開発目標）」、と
我が国の「約束」ともいえる「2050 年カーボンニュート
ラル宣言」について触れてみたい。

SDGs との関係

　まず前者の SDGs であるが、SDGs で掲げられている 17
の目標（ゴール）とガイドラインで掲げている環境配慮
への取り組みとの関係を考えると、例えば「ZEH の生産・
普及」などは、SDGs のゴール 13「気候変動に具体的な対
策を」に対する実践活動として捉えられる。
　こうした関係性もふまえ、ガイドラインの改訂に際して
は、SDGs に準拠し、例えば 17 のゴールを切り口として
構成するというアイディアも出ていた。しかしながら、上
掲の気候変動対策と ZEH のように直接的な関係となるも
のがある一方で、建設資材の選択時のフェアトレードへの
留意が、結果としてゴール 1 の「貧困をなくそう」につ
ながるなど、間接的な関係性となるものも存在し、その関
係性は様々である。加えて、これらは一対一で対応するも
のではなく、多対多の関係で相互に複雑に関連しているこ
とから、ガイドラインでは、環境配慮の取り組みと SDGs 
の各ゴールとの関係性を、既存の文献で SDGs との関係に
言及されている事例もふまえ、住宅に係る環境配慮の具体
的な取り組み事例と SDGs の各ゴールの多対多の関係とし
ての整理を示した。

図表 . 住宅のライフサイクル

A：資材段階 資源の開発から建設資材および住宅設備機
器の生産に至るまでの過程

B：建設段階
新築工事等にあっては、土地造成工事 ･ 解
体工事にはじまり、企画 ･ 設計、資材選定、
および工事竣工に至るまでの過程

C：使用（居住）
　 段階

住宅としての使用が開始されてから、その
後の維持 ･ 保全および増改築、改修 ･ 補修
を経て、その使命を終えるまでの過程

D：解体段階

住宅の解体が決定され、解体工事に至るま
での事前調査等の必要な措置を含む解体工
事および解体にともなって発生した建設廃
棄物が排出されるまでの過程

E：再生、処理
　  ･ 処分段階

新築、増改築、改修 ･ 補修（リフォーム）
および解体工事により発生した建設廃棄物
が、収集運搬、中間処理、再使用、再生利用、
熱回収、最終処分に付される
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住団連の活動

おわりに

　ここでは公開されたガイドラインの特徴や環境を巡る情
勢との関係等について触れた。公表作業はコロナ禍の中で
行われたものであるが、コロナ禍を機に、日常生活の中で
の自宅（住宅）の位置づけが改めて見直され、その意味で
もガイドラインをふまえた取り組みの社会的重要性は高
まったといえる。
　その中で、住宅産業と一言で括ってもその範囲は広く、
また、同様の業種業態であっても、各社により置かれてい
る状況は様々であることから、基本的な考え方を示すガイ
ドラインを参考とし、それぞれの状況に応じた、住団連の
基本的なスタンスである、安全で快適な住空間の提供、持
続的発展が可能な社会の構築に向けた協働が進むことを望
むものである。

「2050 年カーボンニュートラル宣言」

　 一 方 の「2050 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 宣 言 」 は、
2020 年 10 月、時の菅内閣総理大臣の所信表明で示され
た国全体として 2050 年までにカーボンニュートラルを実
現するという目標で、以降、官民挙げての脱炭素社会への
取り組みが始まっている。経済界でもその実現は重要かつ
極めてチャレンジングな課題であるとの認識で、生産プロ
セスでの取り組みはもとより、運輸・民生部門の脱炭素化
に資する革新的製品等の開発や大規模な普及、生活様式の
転換も求められるとしている。
　その中で、運輸部門同様、要となる民生部門における住
宅（家庭）では、テレワーク等の新たなライフスタイルの
浸透により、足元での電力消費の増加傾向もあり、高断熱
化、省エネ・高効率化、創エネによる ZEH 化の促進、使
用エネルギーのグリーン化、建物／地域単位でのエネル
ギーのマネジメント・システム等、住宅（地域）全体での
取組みが強く求められてくる。
　ここで挙げられた ZEH 等に関し、住宅産業は生産者と
して企画・開発・建設（供給）を担っているが、普及する
ことではじめて効果が得られることも事実である。住宅同
様使用時のエネルギー消費が生産時に比べ大きい自動車の
場合、制度的な誘導もある中、従前のガソリン車などから
ハイブリッド車、あるいは電気自動車や燃料電池自動車な
ど、使用時の環境負荷の少ない自動車の普及が進みつつあ
る。

　これもふまえ、住宅生産者としては供給の態勢整備やさ
らなる技術開発への取り組みに併せ、行政への働きかけ／
連携を通じ、2050 年までの道筋の中、住宅の新設や建替
えの機会を確実に捉えた ZEH 等の整備や、その上で課題
となる省エネ基準を満たさないなどの既存住宅についても
建替えや省エネ改修を促進するような施策にも期待しつ
つ、目標達成に向け取り組むことが求められる。
　こうした取り組みは、住宅生産に直接携わる産業だけで
なく、裾野の広い関連産業を含め経済や雇用に大きな波及
効果を持ち、地域そして国全体の経済を下支えするもので
もある。コロナ禍による厳しい経済情勢もふまえ、この視
点にも期待したい。

参考 . SDGs の 17 のゴール

出典：SDGs ポスター（17 のアイコン 日本語版）（国際連合広報センターホームページより）



7 月 26 日 「住宅における浸水対策の設計の手引き」を作成（住宅性能向上委員会）

8 月 17 日 住宅用太陽光発電システム チェックリストを作成（住宅性能向上委員会）

8 月 18 日 経済対策要望 並びに 令和４年度施策要望 （税制改正・予算・規制合理化）

8 月 23 日 経営者の住宅景況感調査（令和 3 年度第 2 回）報告

8 月 24 日 経済対策要望 並びに 令和 4 年度施策要望

8 月 30 日 令和２年 低層住宅の労働災害発生状況報告書

8 月 31 日 住宅業況調査報告（令和 3 年度第２回）

新着情報（ホームページの公表情報）

https://www.judanren.or.jp/

9 月 15 日 令和 4 年度 建築関係法令の整備に関する要望

9 月 30 日 「2020 年度 戸建注文住宅の顧客実態調査」報告
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